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平成１８年６月８日 

各 位 

会 社 名 日 産 車 体 株 式 会 社                

代表者名 取締役社長  高  木   茂 

（コード番号 ７２２２ 東証第１部） 

問合せ先 総務部主管 田 坂 和 子 

（ ＴＥＬ．０４６３－２１－８７５７） 

 

 

平成１８年３月期 決算発表資料の追加 
 
当社が平成１８年４月２５日に発表した決算短信において記載を省略した注記を、下記のとおりお知

らせいたします。 
 

記 
 
【連結】 
 
６．税効果会計関係 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
（単位：百万円） 

   当連結会計年度 

（平成18年3月31日）

 前連結会計年度 

（平成17年3月31日） 

（繰延税金資産）      

 退職給付引当金  1,606 12,846 

 製品保証費用  1,412 1,719 

 未払賞与  2,190 2,126 

 減価償却超過額  2,801 2,461 

 未払事業税  130 309 

 未払賞与に係る社会保険料  261 263 

 その他  942 890 

 繰延税金資産合計  9,346 20,617 

（繰延税金負債）    

 資産買換差益積立金  △3,155 △3,890 

 その他有価証券評価差額金  △ 215 △ 145 

 繰延税金負債合計  △3,371 △4,036 

 繰延税金資産の純額  5,975 16,581 

      

   

９．退職給付関係 

(1)採用している退職給付制度の概要 

   当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、規約型企業年金制度、適格退職年金制度及び
退職一時金制度を設けている。当社は、確定拠出年金法の施行に伴い、平成 17 年 7 月に退職一時
金制度及び適格退職年金制度の一部について確定拠出年金制度へ移行した。また、従業員の退職等
に際して、臨時の割増退職金を支払う場合がある。 
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(2) 退職給付債務に関する事項 

（単位：百万円） 

項 目 
当連結会計年度 

（平成18年3月31日現在） 
前連結会計年度 

（平成17年3月31日現在）

①退職給付債務 △ 63,648 △ 62,440 

②年金資産 37,875 12,337 

③未積立退職給付債務（①＋②） △ 25,773 △ 50,103 

④会計基準変更時差異の未処理額    6,761    7,208 

⑤未認識数理計算上の差異 14,015 9,328 

⑥未認識過去勤務債務（債務の減額）  998  1,022 

⑦連結貸借対照表計上額純額（③＋④＋⑤＋⑥） △  3,997 △ 32,544 

⑧前払年金費用 － － 

⑨退職給付引当金（⑦－⑧） △  3,997 △ 32,544 
   

当連結会計年度 
（平成 18 年 3 月 31 日現在） 

前連結会計年度 
（平成 17 年 3 月 31 日現在） 

(注)1.一部の子会社は、退職給付債務の算定に
あたり、簡便法を採用している。 

 (注)1. 一部の子会社は、退職給付債務の算定に
あたり、簡便法を採用している。 

 (3)退職給付費用に関する事項 
（単位：百万円） 

項 目 
当連結会計年度 

（自 平成17年4月1日  

  至 平成18年3月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年4月1日  

  至 平成17年3月31日） 

①勤務費用 1,815 2,173 

②利息費用 1,269 1,477 

③期待運用収益 △   857 △   299 

④会計基準変更時差異の費用処理額 740 722 

⑤数理計算上の差異の費用処理額 1,145 1,349 

⑥過去勤務債務の費用処理額 33 34 

⑦退職給付費用（①+②+③+④+⑤+⑥） 4,148 5,457 

⑧厚生年金基金の代行部分返上に伴う利益 － △ 1,191 

⑨確定拠出年金制度への移行に伴う利益 △ 3,282 － 
⑩その他 179 － 

        計（⑦+⑧+⑨+⑩） 1,044 4,266 

(注)「⑩その他」は、確定拠出年金への掛金支払額である。 

(4)退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

項 目 
当連結会計年度 

（自 平成17年4月1日 

  至 平成18年3月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年4月1日 

  至 平成17年3月31日） 

①退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同左 

②割引率 2.3％ 同左 

③期待運用収益率 3.0％ 同左 

④過去勤務債務の額の処理年数 8～15 年（発生時の従業員の平
均残存勤務期間以内での定額
法による。） 

同左 

⑤数理計算上の差異の処理年数 8～15 年（各連結会計年度の発
生時の従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数による
定額法により按分した額を、
それぞれ発生の翌連結会計年
度から費用処理することとし
ている。） 

同左 

⑥会計基準変更時差異の処理年数 15 年 同左 
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【個別】 
 
４．税効果会計関係 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
（単位：百万円） 

   当事業年度 

（平成18年3月31日）

 前事業年度 

（平成17年3月31日） 

（繰延税金資産）     

 退職給付引当金  525 11,933 

 製品保証費用  1,412 1,719 

 未払賞与  1,742 1,708 

 減価償却超過額  2,794 2,452 

 未払事業税  100 293 

 未払賞与に係る社会保険料  209 213 

 その他  586 458 

 繰延税金資産合計  7,372 18,779 

（繰延税金負債）    

 資産買換差益積立金  △3,155 △3,890 

 その他有価証券評価差額金  △ 214 △ 145 

 繰延税金負債合計  △3,370 △4,036 

 繰延税金資産の純額  4,001 14,743 

      

 

以上 
 


